
○周防大島町自主防災組織等防災訓練補助金交付要綱 

平成18年６月１日 

告示第45号 

改正 平成21年２月１日告示第７号 

平成22年４月26日告示第43号 

平成25年３月25日告示第18号 

平成29年３月31日告示第22号 

令和５年３月27日告示第16号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、地域住民による地震その他の災害に備えた自主的な防災活動

の促進を図るため、周防大島町自主防災組織認定要綱（平成24年周防大島町告示

第90号）の規定により認定された自主防災組織又は周防大島町自治会振興奨励金

交付要綱（平成16年周防大島町告示第６号）に定める自治会（以下「自主防災組

織等」という。）が実施する防災訓練に対し、周防大島町自主防災組織等防災訓

練補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関して必要な事項を定め

るものとする。 

（補助対象等） 

第２条 町長は、自主防災組織等が次の各号の防災訓練を総合的に実施した場合、

当該自主防災組織等に対し当該年度１回を限度として補助金を交付する。 

(1) DIG等による災害図上訓練 

(2) 地域内の安全確認及び避難訓練 

(3) 防災資機材を活用した訓練 

(4) 防災知識を普及するために行う訓練 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、別表第１及び別表第２の額を合算した額を上限とし、前条

第１項に規定する防災訓練を実施するために要した経費の額を交付する。なお、

この場合100円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする自主防災組織等の代表者（以下「代表者」



という。）は、周防大島町自主防災組織等防災訓練補助金交付申請書（様式第１

号）を町長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第５条 町長は、前条の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、補助金

を交付することが適当であると認めるときは、周防大島町自主防災組織等防災訓

練補助金交付決定通知書（様式第２号）により、代表者に通知するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付決定をする場合において、その交付の

目的を達成するため必要があると認めるときは、条件を付すことができる。 

（申請内容の変更に係る承認の申請） 

第６条 前条の規定により補助金の交付決定の通知を受けた後、申請内容を変更す

るときは、速やかに周防大島町自主防災組織等防災訓練補助金変更承認申請書（様

式第３号）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（防災訓練の中止） 

第７条 防災訓練を中止しようとするときは、あらかじめその理由を町長に届け出

て、その指示を受けなければならない。 

（実績報告） 

第８条 代表者は、防災訓練の完了後30日以内に、周防大島町自主防災組織等防災

訓練補助金実績報告書（様式第４号）に必要な書類を添えて町長に提出しなけれ

ばならない。 

（補助金の額の確定） 

第９条 町長は、前条に規定する実績報告書の提出があった場合は、その内容を審

査し及び必要に応じて検査し、適当であると認めるときは、補助金の交付額を確

定し、周防大島町自主防災組織等防災訓練補助金交付確定額通知書（様式第５号）

により、代表者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第10条 前条の規定により通知を受けた代表者は、周防大島町自主防災組織等防災

訓練補助金請求書（様式第６号）を町長に提出するものとする。 

（その他） 

第11条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が定める。 



附 則 

この告示は、平成18年６月１日から施行する。 

附 則（平成21年２月１日告示第７号） 

この告示は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年４月26日告示第43号） 

この告示は、平成22年５月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月25日告示第18号） 

この告示は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日告示第22号） 

この告示は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月27日告示第16号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

世帯数割（４月１日現在）  

50世帯未満 10,000円

50世帯以上100世帯未満 世帯数×200円

100世帯以上 20,000円

別表第２（第３条関係） 

参加人数割 参加人数×300円 

ただし、200人（60,000円）を上限とする。 



 



 



 



 



 



 



 



 


